
貸 借 対 照 表
(平成30年12月31日現在) (単位：千円)

　

科 目 金 額 科 目 金 額

　（資産の部) 　（負債の部)

Ⅰ 流 動 資 産 10,108,414 Ⅰ 流 動 負 債 3,932,050

現 金 及 び 預 金 5,292,967 支 払 手 形 171,013

受 取 手 形 211,284 電 子 記 録 債 務 1,031,540

電 子 記 録 債 権 481,630 買 掛 金 481,713

売 掛 金 2,557,224 一年以内返済予定長期借入金 1,377,980

商 品 及 び 製 品 535,365 リ ー ス 債 務 107,630

仕 掛 品 470,520 未 払 金 344,654

原材料及び貯蔵品 396,715 未 払 費 用 69,179

未 収 入 金 103,880 未 払 法 人 税 等 168,402

繰 延 税 金 資 産 25,728 未 払 消 費 税 等 13,695

そ の 他 36,496 前 受 金 9,270

貸 倒 引 当 金 △3,400 預 り 金 45,372

設備関係支払手形 1,951

Ⅱ 固 定 資 産 6,944,277 設備関係電子記録債務 103,217

1.有形固定資産 5,301,304 そ の 他 6,429

建 物 1,693,944 Ⅱ 固 定 負 債 3,273,677

構 築 物 31,755 長 期 借 入 金 2,217,590

機 械 及 び 装 置 1,088,070 リ ー ス 債 務 121,213

車 両 運 搬 具 2,474 繰 延 税 金 負 債 75,469

工具、器具及び備品 169,524 退 職 給 付 引 当 金 708,655

土 地 1,679,923 役員退職慰労引当金 146,937

リ ー ス 資 産 330,090 資 産 除 去 債 務 3,811

建 設 仮 勘 定 305,519 負 債 の 部 合 計 7,205,728

　（純資産の部)

2.無形固定資産 38,257 Ⅰ 株 主 資 本 9,602,457

ソ フ ト ウ エ ア 35,783 1.資 本 金 4,791,796

リ ー ス 資 産 2,303 2.資本剰 余 金 2,995,928

そ の 他 171 資 本 準 備 金 1,197,949

その他資本剰余金 1,797,979

3.利益剰 余 金 2,235,613

3.投資その他の資産 1,604,715 その他利益剰余金 2,235,613

投 資 有 価 証 券 1,067,683 別 途 積 立 金 500,000

関 係 会 社 株 式 392,298 繰越利益 剰 余 金 1,735,613

長 期 貸 付 金 458 4.自 己 株 式 △420,881

生 命 保 険 掛 金 83,203

そ の 他 62,551 Ⅱ 評価・換算差額等 244,505

貸 倒 引 当 金 △1,480 その他有価証券評価差額金 244,505

純 資 産 の 部 合 計 9,846,963

資 産 の 部 合 計 17,052,691 負債・純資産の部合計 17,052,691

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



損 益 計 算 書

（自 平成30年１月１日
至 平成30年12月31日） (単位：千円)

　

科 目 金 額

売 上 高 8,981,403

売 上 原 価 6,558,701

売 上 総 利 益 2,422,701

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,905,551

営 業 利 益 517,150

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 61,098

保 険 返 戻 金 10,856

そ の 他 64,718 136,673

営 業 外 費 用

支 払 利 息 22,836

為 替 差 損 31,576

そ の 他 22,328 76,741

経 常 利 益 577,082

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損 14,691 14,691

税 引 前 当 期 純 利 益 562,391

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 177,889

法 人 税 等 調 整 額 △28,980

当 期 純 利 益 413,483

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



株主資本等変動計算書

（自 平成30年１月１日
至 平成30年12月31日） (単位：千円)

　

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
平成30年１月１日残高 4,791,796 1,197,949 1,797,979 2,995,928
当 期 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

当期中の変動額合計
平成30年12月31日残高 4,791,796 1,197,949 1,797,979 2,995,928

　

(単位：千円)
　

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金合計

別途積 立 金 繰越利益剰余金
平成30年１月１日残高 500,000 1,383,443 1,883,443 △417,968 9,253,199
当 期 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △61,312 △61,312 △61,312
当 期 純 利 益 413,483 413,483 413,483
自 己 株 式 の 取 得 △2,912 △2,912
株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

当期中の変動額合計 352,170 352,170 △2,912 349,257
平成30年12月31日残高 500,000 1,735,613 2,235,613 △420,881 9,602,457

　

(単位：千円)
　

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
平成30年１月１日残高 582,434 582,434 9,835,634
当 期 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △61,312
当 期 純 利 益 413,483
自 己 株 式 の 取 得 △2,912
株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

△337,928 △337,928 △337,928

当期中の変動額合計 △337,928 △337,928 11,329
平成30年12月31日残高 244,505 244,505 9,846,963

　

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



個別注記表 
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
1. 有価証券の評価基準及び評価方法 
  (1)子会社株式及び関連会社株式 
    移動平均法による原価法 
  (2)その他有価証券 
    時価のあるもの 
     決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 
    時価のないもの 
     移動平均法による原価法 
2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
    時価法 
3. たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  (1)製品・商品・仕掛品・原材料 

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下にもとづく簿価切
下げの方法） 

  (2)貯蔵品 
最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下にもとづく
簿価切下げの方法） 

4. 固定資産の減価償却の方法 
  (1)有形固定資産（リース資産は除く）  定率法 
    ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法によ
っております。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 建 物 15年～50年 
 機械及び装置 ８年～10年 

  (2)無形固定資産  定額法 
    ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

にもとづく定額法によっております。 
  (3)リース資産 
    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は当該残
価保証額）とする定額法を採用しております。 

5. 引当金の計上基準 
  (1)貸倒引当金 
    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。 



  (2)退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資
産の見込額にもとづき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上
しております。 
イ．退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法 
      数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生
の翌事業年度から費用処理することとしております。 

    執行役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規にもとづく当事業年度末要支給額
を退職給付引当金に含めて計上しております。 

  (3)役員退職慰労引当金 
    役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規にもとづく当事業年度末要支給額を計

上しております。 
6. 退職給付に係る会計処理 
  退職給付に係る数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異な

っております。 
7. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 
8. ヘッジ会計の方法 
  長期借入金を対象とした特例処理の要件を満たした金利スワップについて、当該処理に

よっております。 
9. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理 
    消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 



貸借対照表に関する注記 
1. 関係会社に対する金銭債権債務 
 短 期 金 銭 債 権 153,823 千円 
 短 期 金 銭 債 務 89,584  
2. 有形固定資産の減価償却累計額 15,499,493 千円 
3. 担保提供資産およびそれに対応する債務 
 （1）担保提供資産 
 建 物 615,528 千円 
 構 築 物 16,519  
 機 械 及 び 装 置 244,730  
 工具、器具及び備品 1,352  
 土 地 1,583,494  
 計 2,461,626  
 （2）上記資産に対応する債務 

 
一年以内返済予定 
長 期 借 入 金 

1,211,180 千円 

 長 期 借 入 金 1,978,190  

 計 3,189,370  
4. 保証債務 

  当社は、エフシー ベトナム コーポレーションの金融機関からの借入金177,623千円に
対して保証を行っております。 

5. 事業年度末日満期手形、電子記録債権および電子記録債務の会計処理は、手形交換日ま
たは決済日をもって決済処理しております。なお、当事業年度末日が金融機関休業日で
あったため、次の期末日満期手形、電子記録債権および電子記録債務が期末残高に含ま
れております。 

 受 取 手 形 8,289 千円 
 電 子 記 録 債 権 3,957  
 支 払 手 形 41,017  
 電 子 記 録 債 務 235,423  
 設備関係電子記録債務 42,904  

 
損益計算書に関する注記 
 関係会社との取引高 
 営 業 取 引 高 1,532,183 千円 
 営業取引以外の取引高 45,324  

 



株主資本等変動計算書に関する注記 
 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

 
当事業年度期首 
株 式 数 

(株) 

当 事 業 年 度 
増 加 株 式 数 

(株) 

当 事 業 年 度 
減 少 株 式 数 

(株) 

当 事 業 年 度 末 
株 式 数 

(株) 

普通株式 256,675 1,483 ― 258,158 
(注) 自己株式（普通株式）の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

 

 
税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 繰延税金資産   
  退 職 給 付 引 当 金 216,706 千円 
  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 44,933  
  投 資 有 価 証 券 評 価 損 24,028  
  た な 卸 資 産 評 価 損 16,587  
  未 払 事 業 税 15,003  
  関 係 会 社 株 式 評 価 損 8,850  
  そ の 他 16,455  
 繰延税金資産小計 342,565  
 評価性引当額 △287,913  

 繰延税金資産合計 54,652  

    
 繰延税金負債   
 その他有価証券評価差額金 △104,394 千円 
 繰延税金負債合計 △104,394  
 繰延税金負債の純額 △49,741  
   
 （注）繰延税金負債の純額は貸借対照表の以下の項目に計上しております。 
 流動資産―繰延税金資産 25,728 千円 
 固定負債―繰延税金負債 △75,469  

 



関連当事者との取引に関する注記 
 

属性 
会社等 

の名称 

議決権の 

所有又は 

被所有割合 

(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

子会社 
富士加工 

株式会社 

所有 直接 

100.0  

当社製品の

加工 

役員の兼任 

家賃の受取 

(注1) 
27,168 

その他 

流動負債 
2,445 

子会社 

エフシー 

 ベトナム 

コーポレー 

ション 

所有 直接 

100.0 

当社製品の

加工および

販売 

役員の兼任 

債務保証 

(注2) 
177,623 ― ― 

 
(注) 取引条件および取引条件の決定方針 

1. 家賃の決定については、物件管理にかかる原価等を勘案し合理的に決定してお
ります。 

2. エフシー ベトナム コーポレーションの金融機関からの借入金に対し、債務保
証を行っております。なお、保証料は受領しておりません。 

 
１株当たり情報に関する注記 
1. １株当たり純資産額 6,430円34銭 
2. １株当たり当期純利益 269円84銭 
 


